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【要旨】

 有機物・栄養塩が集約される下水処理場の資源、施設を活用した資源回収・生産・利用技術に関する調査・研

究を行った。効率的なリン回収方法の開発を目的に、白金コーティングチタン電極を用いた下水脱水分離液の電

気分解実験を行い、時間経過とともに電気分解によるリン回収量が低下するため、電極での回収量の維持・回復

がリン回収率向上において重要であると考えられた。また、下水処理水を直接利用した上で培養される微細藻類

を活用したエネルギー生産システムの構築を目的に、自然条件下での Raceway 型藻類培養装置を用いた培養実験

を行い、CO2 添加により培養藻類中の高位発熱量が向上することを明らかとするとともに、藻類増殖を表現する

数理モデルを構築し、実験データを用いて、数理モデルの再現性を確認した。

キーワード：電気分解、リン、微細藻類培養、CO2添加、数理モデル

1．はじめに 

 我が国は、エネルギー自給率、食料自給率ともに低

く、再生可能エネルギーや資源リサイクル等の活用、

普及拡大が促される現代において、下水道が有する

水・資源・エネルギーのポテンシャルを活用した、農

業、エネルギー産業等への貢献が期待されている 1)。 

ヒトの社会活動に必要不可欠な資源であるリンに

ついて、日本ではリン鉱石を全量海外から輸入し、そ

の約 80%を肥料として利用している。しかし、諸外国

ではリンを輸出規制する動きがあり、輸入以外での安

定的なリン資源の確保が課題となる。一方、下水道は

リン資源を大量に保有している 2)ことから、下水から

のリン回収を積極的に行い、回収したリンを農業用肥

料として使い、環境に返し、循環させることで、日本

での安定したリン資源確保に貢献することが期待され

る。当チームでは、電気分解による下水からのリン資

源の回収手法について検討を行ってきたが電気分解に

よるリン回収効率の向上が課題となっている 3)。また、

近年、藻類を用いたエネルギー生産に大きな注目が集

まっている 4)。下水中には栄養塩が多く含まれること

から下水を利用した藻類培養、エネルギー生産が期待

される。当チームでは、下水処理水を直接利用し培養

される藻類を利用したエネルギー生産システムの構築

を目的に研究を展開しているが 5), 6)、自然条件の変化

を考慮した藻類培養技術の確立には至っていない。

これらの観点から電気分解による下水からのリン資

源の回収を目的とした「高濃度栄養塩含有物質からの

資源回収・利用技術の開発」では、リン回収率向上の

ための課題の抽出を行った。また、「藻類による資源生

産システムの開発」では、自然条件下での Raceway 型

藻類培養装置を用いた培養実験を行い、CO2 添加が培

養藻類中の高位発熱量に及ぼす影響の把握、ならびに

藻類増殖を表現する数理モデルを構築し、実験データ

を用いて、数理モデルの再現性を評価することとした。 

２．高濃度栄養塩含有物質からの資源回収・利用技術の

開発 

下水道には、リン肥料輸入量の最大約 30%のリンが

流入しているとの試算がある等 7)、リンが豊富に存在

することが広く知られており、下水道からのリン回収

によるリン資源確保への貢献が期待されている。一方

で、リン回収におけるコスト、安定的な取引先の確立

といった課題が存在し 8)、広く普及に至っていないの

が現状である。

当チームにおいて、電気分解を用いたリンの回収手

法の検討を行ってきた。アルカリ剤添加が必要な HAp

法等の従来のリン回収手法に比べ、電気分解により陰

極近傍をアルカリ条件下にしてリンを析出させるため

アルカリ剤添加が不要であり、より低コストなリン回

収の達成が期待される。また、電極に鉄を適用した場

合、析出物としてリン酸鉄が得られる一方で、白金コー

ティングチタン電極を用いることで、リンがヒドロキ
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シアパタイトの形で析出することが明らかとなってい

る 3)。一方で、リン回収率向上が課題となっている 3)。 

 本年度は、脱水分離液を対象とし、電気分解実験を

行い、脱水分離液中のリン濃度の経時変化を把握した

上で、リン回収率向上のための課題の抽出を行った。 

 

２．１ 方法 

 電気分解の容器には 5 L ビーカーを用い、白金コー

ティングチタン電極板 4 枚を陽極と陰極を交互に配列

し、電源には直流安定化電源 (菊水電子工学(株)、PCM 

18-5A)を使用した (図 2-1)。対象試料は、実処理場よ

り採取後ろ過 (GF/B, Whatman)を行った脱水分離液で

ある。電流を 3.5 A に設定し、電流一定で 96 時間通電

した。容器内の脱水分離液は、通電開始後 6、30、54

および 78 時間後の計 4 回、一定量 (2 L)を入れ替えた。

容器内の脱水分離液について、1、3、6、24、30、48、

54、72、78、96 時間後に、水温、pH、DO、窒素およ

びリン濃度の測定を行った。実験終了時の陰極の析出

物 (40℃で半日乾燥)を対象に、リン、ナトリウム、カ

リウム、鉄、カルシウムおよびマグネシウム濃度を測

定した。 

窒素およびリン濃度は TRAACS2000 (Bran Luebbe)

で測定し、ナトリウム、カリウム、鉄、カルシウムお

よびマグネシウム濃度については、高周波誘導結合プ

ラズマ発光分光分析装置 (PerkinElmer、Optima 8000)

により測定した。 

 

２．２ 結果と考察 

表 2-1 に本実験で用いた脱水分離液の組成を示す。 

DTNに占めるNH4
+の割合は75.4%、DTPに占めるPO4

3-

の割合は 62.8%であった。 

図 2-2 に電気分解を実施した系 (電気分解系)におけ

る水温、pH、DO、窒素およびリン濃度の経時変化を

示す。リンについては、水入れ換え後の脱水分離液に

おけるリン濃度の理論値も合わせて示す。 

水温について、電子移動における水の抵抗による発

熱が原因となり、実験開始後 3 時間で、32℃まで上昇

し、その後も 35℃付近で維持された。 

pH は、サンプリング時間において多少のばらつきが

あるが、6 付近の値であった。 

DO は、陽極での反応 (式 2-1)により酸素が発生する

ため、実験期間中 22 mg-O2/L 以上であった。 

 

2OH- →H2O +1/2O2 + 2e-  (2-1) 

 

電極

5 Lビーカー

直流安定化電源

 

図 2-1 電気分解実験系 

 

表 2-1 脱水分離液の組成 

TOC (mg-C/L) DOC (mg-C/L) IC (mg-C/L) SS (mg/L)
484 450 30.5 280

TN (mg-N/L) DTN (mg-N/L) NH4
+ (mg-N/L)

99 85.8 64.7

TP (mg-P/L) DTP (mg-P/L) PO4
3- (mg-P/L)

26.5 16.4 10.3  

 

窒素濃度については、82.9±3.94 mg-N/L であり、実

験期間を通じて、濃度に顕著な変化は見られなかった。 

リン濃度については、実験前は 16.4 mg-P/L であっ

たが、実験開始後 1 時間で 3.92 mg-P/L と、12.5 mg-P/L

の濃度減少が確認された。その後、一定時間ごとの系

内の水入れ換にともない系内のリン濃度が上昇したと

考えられるが、水入れ換え後の 18 時間の電気分解によ

る濃度減少は、最大でも 5 mg-P/L であった。 

次に、脱水分離液における 0-30、30-54、54-78、78-96

時間でのリンの減少量を図 2-3 に示す。0-30 時間で 68 

mg-P のリンの減少があったが、その後は、高々26 mg-P 

(30-54 時間)の減少であった。このことから、本実験で

の電気分解による脱水分離液からのリン回収は主とし

て、実験開始後 30 時間以内に生じていることが明らか

となり、また、時間経過とともに減少量が減少する傾

向が見られた。時間経過とともに、脱水分離液中のリ

ンの減少量が低減した一因としては、析出物形成の核

となる陰極 9)周りに析出物が付着することで不導体が

形成され、リン析出の効率が低下した可能性があり、

リン回収率向上においては、この不導体の対策が重要

であると考えられる。 

電気分解系での陰極への析出物の組成を図 2-4 に示

す。析出物でのリン濃度は 12 g-P/kg-DS であった。ま

た、他の元素に比べ、マグネシウム濃度が 210 

g-Mg/kg-DS と高濃度で検出された。 
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図 2-2 電気分解系およびブランク系での各水質項目

の経時変化。DO データでの矢印は、プロッ

ト点以上の値を示す 
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図 2-3 電気分解による脱水分離液中リン減少量 

  

0.01

0.1

1

10

100

Na K Fe Ca Mg P

含
有

量
(g

/k
g-

D
S

)

1,000

 

図 2-4 析出物中の元素含有量 

  

３．藻類による資源生産システムの開発 

 化石燃料の枯渇への懸念、化石燃料利用にともなう

地球温暖化を背景に、再生可能エネルギーの利用が推

進される現代において、藻類を用いたエネルギー生産

に大きな注目が集まっている。近年では、都市下水や

工場排水に豊富に含まれる窒素、りんといった栄養塩

を用いた藻類培養の試みが実施されてきている 10), 11)。

日本のように下水道システムが広く普及している国々

では、処理プロセスを経た処理水に含まれる栄養塩や、

焼却炉や消化ガス由来CO2といった下水処理場が有す

る資源および下水処理場でのストック (土地、施設)を

活用した藻類培養によるエネルギー生成が期待される。   

既往研究において 12), 13)、ボトリオコッカスやクロレ

ラといったオイル含量の高い特定藻類を対象に、下水

処理水を用いた培養がラボレベルで実施されているが、

これら特定の藻類の培養は、実環境下での適用性に課

題が残る。当チームにおいては 5), 6)、植種を行わず、

二次処理水を直接利用した藻類培養実験を行い、藍藻

類や緑藻類が優占すること、また、CO2 添加および水

理学的滞留時間 (HRT)が藻類培養特性に及ぼす影響

をラボレベルで明らかにしている。一方で、自然条件

下での藻類培養におけるこれら操作因子の効果につい

ては実証されていない。また、実施設の設計方法、操
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作方法を提示するためには、まず、光、水温、降雨と

いった自然環境の変化、処理水質の変動等が藻類培養

に及ぼす影響を明らかにするとともに、設計・操作因

子を明らかにする必要がある。既往研究 14)では、下水

処理水を用いた藻類培養のモデルを構築しているが、

自然環境の変化が藻類培養増殖特性に与える影響は考

慮されていない。そこで、本研究では、下水処理水を

用い、CO2 を添加した条件下での藻類培養を、屋外に

設置した培養装置で実施し、自然条件下での藻類増殖

特性および CO2添加効果を既往研究 3)との比較を含め

把握するとともに、自然環境の変化も考慮に入れた藻

類増殖を表現する数理モデルを構築し、実測データを

用いてその再現性を確認することを目的とした。 

 

３．１ 方法 

 藻類培養に用いた下水二次処理水は、実流入下水を

標準活性汚泥法処理装置 (容積: 100 L、HRT: 6 時間)

で連続的に処理して得た。実下水処理場の屋外に設置

したRaceway型培養装置 (図3-1)に流速95 L/日で連続

的に二次処理水を流入させ、HRT4 日で藻類培養を

行った。過去の知見 10)に従って、培養槽中 pH が 8 に

達した時にガスボンベより CO2を添加し、藻類増殖に

必要な炭素源を供給した。装置への CO2 添加を 2014

年 6 月 6 日より開始し、11 月 21 日に装置の運転を停

止した。 

流入下水、処理水および培養水中の水温、pH および

DO を平日 1 回、また、栄養塩 (窒素、りん)、クロロ

フィル a、SS、有機・無機炭素濃度を原則週に 2 回測

定した。また、藻類および動物プランクトンの同定を

原則 2 週間に 1 度実施した。さらに、培養藻類の高位

発熱量を測定した (n=10)。本原稿では、SS、栄養塩、

溶存有機物濃度ならびに藻類および動物プランクトン

同定結果を中心に報告する。 

 pH および水温は、HM-31P (TOA DKK, Japan)で、DO

は DO-31P (TOA DKK, Japan)でそれぞれ測定した。窒

素およびリン濃度は、TRAACS2000 (Bran Luebbe, 

Germany)で、また、有機・無機炭素濃度は、TOC-V CPH 

(Shimadzu, Japan)でそれぞれ測定した。SS、クロロフ

ィル a および高位発熱量は Standard method15)、河川水

質試験方法 (案)16)および JIS M 881417)に従い測定した。

藻類および動物プランクトンの同定は、光学顕微鏡 

(BH-2, Olympus, Japan)を用いて行った。 

 

３．２ 結果および考察 

 実験期間での培養を実施した地点における月別平均 

C
O
2

標準活性
汚泥法

二次
処理水

有効容積: 380 L
有効表面積: 1.52 m2

有効水深:
25 cm  

図 3-1  藻類培養装置の概略図 

 

気温は 12.2-26.0℃の範囲にあり 8 月で最も高く、また、 

全天日射量は 7.9-18.7 MJ/m2/day の範囲であり 7 月で

最も高かった 18)。 

実験期間を通じた、流入下水での SS、全有機炭素、

全窒素および全リンの中央値は、それぞれ 97.0 mg/L、

26.4 mg-C/L、25.6 mg-N/L および 3.40 mg-P/L であった

のに対して、二次処理水では、4.2 mg/L (除去率中央値: 

95.0%)、7.20 mg-C/L (75.5%)、15.6 mg-N/L (39.7%)およ 

び 2.00 mg-P/L (43.3%)であった。 

藻類培養槽での DO は、光合成により 10 mg-O2/L 以

上と飽和・過飽和状態であり、pH は CO2 添加にとも

ない 7.7-8.0 の間で安定していた。 

無機炭素濃度は、二次処理水で 11.8 mg-C/L であっ

たが、CO2添加により培養槽では 21.4 mg-C/L と増加

した。  

図 3-2 に二次処理水および培養水での SS、無機態窒

素、PO4
3-および溶存有機物濃度の経時変化を示す。6

月25日から6月27日にかけて、SSが137から30 mg/L

まで大きく減少し、無機態窒素および PO4
3-が 0.225 か

ら1.55 mg-N/Lおよび0.161から0.527 mg-P/Lまで上昇

した。7 月 1 日の動物プランクトン数が他のサンプリ

ング日に比べて 1 オーダー高く、この動物プランクト

ンの増殖が藻類を含む SS の減少に寄与した可能性が

考えられる。 

7 月に SS が増加した後、8 月、9 月で、SS が中央値

で 206 および 166 mg/L と比較的安定した値を示した。

無機態窒素および PO4
3-はそれぞれの月で 2.56 mg-N/L

および 1.39 mg-P/L、ならびに 1.72 mg-N/L および 0.521 

mg-P/Lであり、二次処理水に比して81.5および44.4%、

ならびに 87.8 および 65.4%の除去率が得られた。 

10 月 5、6日の台風での激しい降雨 (降雨量合計: 199 

mm)により10月3日から7日にかけて、SSが136 mg/L

から 116 mg/L まで減少したが、1 週間後の 10 月 14 日

には 146 mg/L まで回復した。その後、10 月 28 日から

11月21日にかけてSSが164から90 mg/Lまで減少し、

無機態窒素およびPO4
3-も6.53から11.0 mg-N/Lおよび

0.062 から 1.16 mg-P/L まで上昇した。この SS が減少

した期間において、水温が 17.4℃から 10.2℃に急激に

低下しており、この水温低下が SS 減少の一因である 
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図 3-2 二次処理水および培養水での SS、無機態窒素、       

    PO4
3-および溶存有機物濃度の実測値および数

理モデルによる計算値 

 

と考えられる。 

培養槽で確認された動物プランクトンについて、体 

積から換算した乾燥重量 19)は、培養槽での SS の高々

3.2%であり、SS は藻類および藻類由来のデトリタスで

構成されていると考えられる。 

SS濃度が比較的安定した8月での培養槽単位面積当

たりのSS培養量は 12.9 g/m2/dayであった。ニュージー

ランドでの流入下水を用いた HRAP (High Rate Algal 

Pond)において、夏季 (11 月-1 月)で 15.3 g/m2/day の培

養量が得られており 10)、本研究での 8 月の培養量は、

この HRAP での 85%の値であった。藻類培養槽での溶 

0
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図 3-3 実験期間での培養藻類の構成 
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図 3-4 培養藻類の高位発熱量 

 

存有機物濃度については、2 次処理水中の変動に呼応

する形で変化した一方で、培養期間での 2 次処理水中

濃度 (中央値: 5.30 mg-C/L)に比して、培養槽 (6.40 

mg-C/L)での濃度は高かった。藻類の炭素固定にともな

い SS が増殖し、藻類由来のデトリタスの一部が分解

することで溶存有機物濃度が上昇したものと考えられ

る。 

 培養槽での藻類同定結果の一例を図 3-3 に示す。培

養期間を通じて、全藻類細胞数に占める緑藻の細胞数

の割合が 85-97%と高く、特にイカダモ科が 51-87%と

優占した。 

図 3-4 に本研究および既往研究 3)での培養藻類中高

位発熱量を示す。本研究での高位発熱量は、SS が減少

した 7 月 1 日で 13.5 MJ/kg と特異的に低かったが、そ

の他の期間では、15.3 から 18.0 MJ/kg の範囲で安定し

た値を示した。また、既往研究 3)での値に比して、高

位発熱量が 36.7%増加したことから、自然条件下での

藻類培養における CO2添加効果が示された。 

藻類増殖を表現する数理モデルの概念図を図3-5に

示す。数理モデルは、Tsuno et al.20)の湖沼モデルを参考

に構築し、さらに本研究では藻類の増殖における無機

炭素の影響を考慮した。状態変数は、藻類 (M: mg-Chl 

a/L)、動物プランクトン (Z: mg/L)、デトリタス (D:  
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図 3-5 数理モデルの概念図 

 

mg/L)、溶存有機物 (C: mg-C/L)、無機炭素 (IC: mg-C/L)、

無機態窒素 (N: mg-N/L)、PO4
3-

 (P: mg-P/L)およびDO 

(O: mg-O2/L)である。なお、以下に示す数式において、

系内への各状態変数の流入は、右下に”in”と表記する。 

藻類の増殖での影響項は無機炭素、無機態窒素およ

びPO4
3-濃度、水温ならびに全天日射量を考慮し、影響

項の式は既往研究を参照とした20), 21)。藻類の増殖、呼

吸・枯死は一次式で、また動物プランクトンによる捕

食は温度影響および藻類濃度による影響を考慮した20)。 

各状態変数の物質収支式に関する式(3-1)から(3-11)

に示す。なお、培養槽での無機炭素の変化は、実測値 

を直線的に変化するものとし、培養槽内は完全混合で

あるとした。また、モデルで用いる諸係数については、

本研究から得られた値、または文献値20)-28)を参照した。 

 

藻類 

dM

dt
=

Q

V
Min+μmaxM·fT·fI·fCNP·M－kdM·M－F

maxZ
·

T

20
·

KMZ

KMZ+M
·M·Z－

Q

V
M 			(3-1)

 

fT=－
൫T－Topt൯

2

Topt
2 +1				(3-2) 

 

fI=
e

(α+ε0(γMD·M+Z+D))·H
ቈexp ቊ－

I

Iopt
·exp(－(α+ε0(γMD·M+Z+D))·Hቋ－exp(－

I

Iopt
)቉ (3-3)

 

fCNP=
IC

KICM+IC
·

N

KNM+N
·

P

KPM+P
			 (3-4) 

 

動物プランクトン 

dZ

dt
=

Q

V
Zin+γMZ·YMZ·FmaxZ·

T

20
·

KMZ

KMZ+M
·M·Z－kdZ·Z－

Q

V
Z     (3-5) 

 

デトリタス 

dD

dt
=

Q

V
·Din+γMD·Y

MD
·kdM·M+γMD·(1-Y

MZ
)·FmaxZ·

T

20
·

KMZ

KMZ+M
·M·Z+YZD·kdZ·Z

－kdD·D－
Q

V
·D   (3-6) 

 

溶存有機物 

dC

dt
=

Q

V
·Cin+γDC·kdD·D－kdC·C－

Q

V
·C   (3-7) 

 

無機態窒素 

dN

dt
=

Q

V
·Nin+γCN·kdC·C+γMN·(1－YMD)·k

dM
·M+γZN·(1－YZD)·k

dZ
·Z 

－γMN·μmaxM·fT·fI·fCNP·M－
Q

V
·N (3-8)

 

PO4
3- 

dP

dt
=

Q

V
·Pin+γCP·kdC·C+γMP·(1－YMD)·k

dM
·M+γZP·(1－YZD)·k

dZ
·Z  

－γMP·μmaxM·fT·fI·fCNP·M－
Q

V
·P (3-9)

 

DO 

dO

dt
=

Q

V
·Oin +kL

A( Osat-O)

V
+γMO·μmaxM·fT·fI·fCNP·M－γMO·(1－YMD)·k

dM
·M

－γZO·(1－YZD)·k
dZ

·Z－ γCO·kdC·C－
Q

V
·O  (3-10)

 

 Osat=16.5－
8.0

22.0
T																(3-11) 

 

ここで、Q: 系内への流入・流出水量 (m3/day)、V: 系

内の水量 (m3)、A: 系内の水表面積 (m2)、H: 系内の水

位 (m)、T: 水温 (℃)、I: 全天日射量 (MJ/m2/day)、Osat: 

飽和溶存酸素濃度 (mg-O2/L)、fT: 水温による影響項 

(-)、fI: 日射量による影響項 (-)、fCNP: 無機炭素、無機

態窒素およびPO4
3-濃度による影響項 (-)、μmaxM: 藻類の

最大比増殖速度 (day-1)、Topt: 藻類の最適水温 (℃)、Iopt: 

藻類の最適全天日射量 (MJ/m2/day)、KICM: 無機炭素の

半飽和定数 (mg-C/L)、KNM: 無機態窒素の半飽和定数 

(mg-N/L)、KPM: PO4
3-の半飽和定数 (mg-P/L)、kdM: 藻類

の呼吸・枯死速度 (day-1)、α : 水の吸光係数 (m-1)、ε0 : 

SSの吸光係数 (L/mg/m)、FmaxZ: 動物プランクトンの最

大ろ過速度 (L/mg/day)、KMZ: 動物プランクトンのろ過

の半飽和定数 (mg-Chl a/L)、kdZ: 動物プランクトンの

呼吸・枯死速度 (day-1)、kdD: デトリタスの分解速度 

(day-1)、kdC: 溶存有機物の分解速度 (day-1)、kL: 酸素ガ

ス移動係数 (m/day)、YMD: 藻類の呼吸・枯死における

における枯死の割合 (-)、YZD: 動物プランクトンの呼

吸・枯死における枯死の割合 (-)、YMZ: 動物プランク

トンによる藻類の捕食の割合 (-)、γMD: 藻類からデト

リタスへの換算係数 (mg/mg-Chl a)、γMZ: 藻類から動

物プランクトンへの換算係数 (mg/mg-Chl a)、γDC: デ

トリタスから溶存有機物への換算係数 (mg-C/mg)、

γMO: 藻類の光合成・呼吸における酸素発生・消費量 

(mg-O2/mg-Chl a)、γZO: 動物プランクトンの呼吸におけ

る酸素消費量 (mg-O2/mg)、γCO: 溶存有機物分解時の酸

素消費量  (mg-O2/mg-C)、 γMN: 藻類の窒素含有量 

(mg-N/mg-Chl a)、γZN: 動物プランクトンの窒素含有量 

(mg-N/mg)、γCN: 溶存有機物の窒素含有量  (mg-N/ 

mg-C)、γMP: 藻類のリン含有量 (mg-P/ mg-Chl a)、γZN: 

動物プランクトンのリン含有量 (mg-P/mg)、γCN: 溶存

有機物のリン含有量 (mg-P/ mg-C) 

 

構築したモデルによるSS (藻類+動物プランクトン+

デトリタス)、無機態窒素、PO4
3-および溶存有機物濃度
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の計算値を図3-2に示す。なお、数値計算は、SSの増加

が始まった7月4日から行った。 

図3-2より、各項目ともに、培養槽での増減の傾向を

良く再現できていることが理解できる。また、SSが比

較的安定した8、9月での実測値および計算値の中央値

は、SS、無機態窒素、PO4
3-および溶存有機物濃度でそ

れぞれ、178および195 mg/L、2.40および2.37 mg-N/L、

0.900および0.463 mg-P/Lならびに6.35および5.78 

mg-C/Lであり、PO4
3-の計算値が実測値よりやや小さ

かったが、モデルでの計算値は実測値と同様の値とな

り、本モデルによる実測データの再現性が示された。 

 

4．まとめ 

 本研究では、電気分解を用いた脱水分離液からのリ

ン回収における回収率向上のための課題の抽出を行っ

た。また、自然条件下での Raceway 型藻類培養装置を

用いた培養実験を行い、CO2 添加による培養藻類中の

高位発熱量への影響の把握、ならびに藻類増殖を表現

する数理モデルを構築した。以下に得られた成果を示

す。 

1) 下水脱水分離液の白金コーティングチタン電極を

用いた電気分解実験において、リン回収は主として、

実験開始後 30 時間以内に生じていることが明らかと

なった。また、時間経過とともに脱水分離液中リンの

減少量が減少する傾向が見られ、この原因として、陰

極周辺での不導体の形成が寄与している可能性があり、

このことから、電極での回収量の維持・回復がリン回

収率向上において重要であると考えられる。 

2) 自然環境かつ CO2添加条件下での藻類培養により、

培養藻類中の高位発熱量は、概ね 15.3 から 18.0 MJ/kg

の範囲で安定した値を示した。また、既往研究との比

較から、CO2 添加により高位発熱量が 36.7%増加した

ことが分かり、自然条件下での藻類培養における CO2

添加効果が示された。 

3) 自然環境変化を考慮にいれた、藻類増殖を表現する

数理モデルを構築し、実験データを用いて、モデルに

よるデータの再現性を示した。 

今後は、電極でのリン回収量の維持・回復手法を検

討するとともに、藻類培養においては、地域が異なる

下水処理場での処理水を用いた藻類培養実験を実施、

本モデルの適用性について検討を行う予定である。 
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Abstract: In order to develop technology for recovery, production and utilization of sewage resources, phosphorus recovery 

by electrolysis and microalgae cultivation for energy usage were discussed. Phosphorus recovery by electrolysis of centrate 

using a platinum coated titanium electrode decreased as extension of the electrolysis period, and it was probable that 

maintenance and reparation of the phosphorus recovery capacity in the cathode is important for the recovery enhancement. 

Microalgae cultivation under natural conditions was conducted with raceway reactor in which secondary effluent was flowed, 

and it was suggested that CO2 addition enhanced the higher heating value in the cultured microalgae. In addition, 

mathematical model of the microalgae growth in which influences of variations of natural conditions on the growth were 

incorporated was developed, and its reproducibility was suggested, based on the comparison to the measured values from the 

raceway reactor.  
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